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１．計画策定の背景と目的  

近年、地域における人口減少や既存住宅の老朽化、社会的ニーズの変化や産業構造の

変化等に伴い、居住その他の使用がなされていない空家等が年々増加しています。これ

らの中には、適切な管理が行われていない結果として安全性の低下、公衆衛生の悪化、

景観の阻害等多岐にわたる問題を生じさせ、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼし

ているものがあり、今後空家等の数が増加すれば、それがもたらす問題が一層深刻化す

ることが懸念されます。 

このような中、国において、空家等がもたらす問題を国家全体の課題として総合的に

対応するため、平成26年11月には「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法

律第127号）」を制定、矢板市においても、平成30年3月に「空家等の適正管理に関する条

例」を制定し、空家等の適切な管理促進や各種利活用の支援など、安全で安心なまちづ

くりを推進しているところです。 

このような背景を踏まえ、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施し、地域の

生活環境の保全を図るとともに、空家等の利活用促進による地域の活性化を目的として、

「矢板市空家等対策計画」を策定します。 

 

 

２．計画の位置づけ 

本計画は、法第6条に規定された空家等対策計画として位置づけ、「第2次21世紀矢板

市総合計画」をはじめとした市の関連計画との整合を図るものとします。 

 

◆関連図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

空家等対策の推進に

関する特別措置法・

空家対策基本指針等 

栃木県 

住宅マスタープラン 

矢板市まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 

矢板市都市計画マスタープラン 

矢板市住宅マスタープラン 

その他関連する計画 

第 2 次 21 世紀 

矢板市総合計画 

国土利用計画 

矢板市計画 

矢板市空家等対策計画 

《根拠となる法令等》 《市の関連計画》 《県の関連計画》 

根拠 整合 整合・連携 
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３．計画期間 

本計画の期間は、平成31（2019）年度から平成40（2028)年度までの10年間とします。

施策ごとに、ＰＤＣＡサイクルに基づき、毎年度進捗状況の点検・評価を行うとともに、

社会・経済状況の変化や国県の動向、市の関連計画等を踏まえ、5年を目途に計画の見直

しを行います。 

 

◆点検・評価と見直しの時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029～ 

作
業
内
容 

           

計画期間 10 年間 第２期 

 

点
検
・
評
価 

計
画
内
容
の
見
直
し 

点
検
・
評
価 

第
２
期
計
画
の
検
討 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 章 空家等の現状と課題 

 

 

 



矢板市空家等対策計画 

 

6 

１．矢板市における空家等の現状 

（１）人口・世帯・住宅等の推移 

  ①人口・世帯数の推移 

本市の人口は減少しており、平成 27 年国勢調査では 33,354 人で、今後も減少は継

続すると予測されます。「矢板市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」においては、

その傾向を考慮した目標人口を設定しています。 

世帯数は増加から安定傾向に変化しているが、世帯人員(1 世帯当たりの人数)は減

少傾向にあり、単身世帯の増加や世帯分離が進んでいることがうかがえます。 

【人口・世帯数の推移】  

 

資料：国勢調査（実績値）、矢板市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（目標値）より作成 

 

 

【人口ビジョンにおける人口の長期的な見通し】 

 

資料：国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所より作成     
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  ②年齢 3 区分別人口の推移 

年齢 3 区分別の人口推移をみると、年少人口(0～14 歳)及び生産年齢人口（15～64

歳）が大きく減少し、老年人口(65 歳以上)は大きく増加しています。「矢板市まち・ひ

と・しごと創生人口ビジョン」ではこの傾向を考慮した目標人口を設定していますが、

特に生産年齢人口の減少が懸念されます。 

【年齢 3 区分別人口の推移】 

 

資料：国勢調査（実績値）、矢板市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（目標値）より作成 

 

  ③高齢化率の推移 

高齢化率は年々上昇しており、平成 27（2015）年で 28.3％、4 人に 1 人が高齢者と

なっています。本市の高齢化率は栃木県よりも高く、その差も徐々に広がっている状

況にあり、人口将来推計及び高齢化率の推移から、今後の高齢化はより加速的に進む

ことが予測されています。 

【高齢化率の推移】 

 

資料：国勢調査より作成 
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（２）空家等の状況（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

  ①住宅数及び空家数 

 平成 25 年住宅・土地統計調査によると、本市の住宅総数は 14,580 戸、そのうち空

家数は 2,770 戸で、本市の空家率は 19.0％であり、全国及び栃木県よりも高く、また、

栃木県内では那須塩原市に次いで２番目になっています。平成 15 年調査と比較する

と、空家数が 990 戸増加し、空家率も 5.2％上昇しています。 

 

【空家率の比較】 

 
 

【住宅数の内訳】 

 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 

住宅総数 空家総数 空家率  住宅総数 空家総数 空家率  住宅総数 空家総数 空家率  

（戸） （戸） （％） （戸） （戸） （％） （戸） （戸） （％） 

全 国 53,890,900 6,593,300 12.2 57,586,000 7,567,900 13.1 60,628,600 8,195,600 13.5 

栃木県 769,700 103,700 13.5 839,900 126,300 15.0 879,000 143,400 16.3 

矢板市 13,640 1,880 13.8 14,520 2,960 20.4 14,580 2,770 19.0 

 

【空家数の推移】 
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２．これまでの取組 

（１）国や県の動き 

平成26年11月、国において「空家等対策の推進に関する特別措置法」を制定し、併

せて基本方針やガイドライン等、空家等対策に係る各方針を示しました。これを受け

栃木県においても「栃木県住生活支援協議会」を設立し、平成29年度には「空家等対

策計画策定の手引き」や「特定空家認定手引き」等を作成し、県内各市町向けの支援

を行っています。 

 

（２）矢板市における取り組み 

当市においても、法や条例等に基づき、空家等の課題解消を図るため、様々な取組

を行っています。 

 

〇「暮らし」のびのび定住促進補助金（H23.10～、H30.4～制度拡充） 

若い世代の定住促進を図るため、住宅（中古を含む）取得に対して補助金を交付。 

《H23～29累計》  申請 546件  交付金額 281,800千円  

 

〇「空き家等の適正管理指導」（H29.4～） 

倒壊の危険や雑草繁茂等により適正に管理されていない空家等について、周辺住民等

の相談・要請に基づき、適正管理を促している。 

《H29実績》 相談 12件、通知発送 6件、危険空家への適正管理指導 37件 

 

〇「矢板市空き家バンク」（H29.6～） 

(公)栃木県宅地建物取引業協会と協定を締結し、「矢板市空き家バンク」を実施。 

《H29実績》 物件登録 2件（うち成約1件）、利用登録 5件 

 

〇「空家等実態調査」（H29.8～12） 

市内における空き家の状況を把握するため、基礎調査結果を基に、市内全域を対象に

調査を実施。   ≪H29実績≫ 対象物件 542件のうち空家 352件を確認 

 

〇「矢板市空家等の適正管理に関する条例」制定（H30.3） 

市及び空家等の所有者等の責務を明らかにするとともに、審議会や応急措置などを定

めた条例を制定。 

 

 〇「空家等審議会」及び「矢板市空家等推進本部」を設置（H30.6～7） 

空家等に関する諸施策の企画・推進、特定空家等の措置など、本市における効果的な

空家等対策を推進するための組織を設置し、対策計画の検討や施策の立案を行う。 

 

〇「矢板市空家等対策計画骨子」を策定（H30.9） 

本市における空家等対策を総合的かつ計画的に進めるため、対策計画の策定を行うに

あたり、計画の柱となる計画骨子を策定。 
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※ 調査対象建築物(A)の数は、固定資産課税台帳登録割合から按分にて算出 

 

 

 

 

３．空家等に関する各種調査 

①  （１）平成 29 年度 空家等実態調査  

矢板市内における空家等の詳細な現状を把握するため、平成29(2017)年度に都市計

画基礎調査や水道閉栓情報等を基に、実態調査を実施しました。 

 

①調査の概要 

対象地域：矢板市全域 

実施期間：平成29（2017）年8月～12月 

調査方法：都市計画基礎調査及び水道情報等を基に、調査対象（戸建て建築物のみ）

を抽出し、職員が外観目視により実施。 

調査項目及び判定方法等：基礎、土台、柱又は梁、外壁、屋根、その他（設備、草木の

繁茂等）の項目ごとに建物等の状態を確認、評定し、６段階(Ａ:利活用可

能～Ｆ:極めて危険な状態)の評価を行う。 

 

②調査結果 

調査対象542件（うち居住在等190件）のうち、外観調査により空家等と判定した件

数は352件で、調査対象建築物14,580件に対する空家率は2.4％となっています｡ 

 

◆空家等の件数（市全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆空家等の分布状況 

調査対象建築物に対する空家率は 2.4％であり、矢板地区・泉地区・片岡地区とも

に同様の傾向となっています。 

矢板地区が最も多く 220 件で 62.5％を占め、次いで片岡地区の 87 件で 24.7％、

泉地区の 45 件で 12.8％となっており、地区人口に合わせて空家等も多い傾向が見

られます。 

また、用途地域を重ねると、用途地域内には 139 件で全体の 39.5％が集まってお

り、ＤＩＤ内でも 115 件で 32.7％であることから、特に市街地に空家等が多いこと

が明確となっています。 

  

 
固定資産台帳 

登録数 

調査対象 

建築物 

空家等 空家率 

件数 割合 （Ａ） （Ｂ） 構成比 （Ｂ/Ａ） 

総数 18,922 100.0% 14,580 352  100.0% 2.4% 

矢板地区 11,787 62.3% 9,083 220 62.5% 2.4% 

泉地区 2,472 13.1% 1,910 45  12.8% 2.4% 

片岡地区 4,663 24.6% 3,587 87  24.7% 2.4% 
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◆用途地域及びDID別 空家等の件数 

 
空家 用途地域 ＤＩＤ 

総数 内 外 内 外 

総  数 
352件 

(100％) 

139件 

(39.5％) 

213件 

(60.5％) 

115件 

(32.7％) 

237件 

(67.3％) 

矢板地区 
220件 

(100％) 

113件 

(51.4％) 

107件 

(48.6％) 

115件 

(52.3％) 

105件 

(47.7％) 

矢板駅西地区 
89件 

(78.8％) 
- 

95件 

(82.6％) 
- 

矢板駅東地区 
24件 

(21.2％) 
- 

20件 

(17.4％) 
- 

泉 地 区 
45件 

(100％) 
- 

45件 

(100％) 
- 

45件 

(100％) 

片岡地区 
87件 

(100％) 

26件 

(29.9％) 

61件 

(70.1％) 
- 

87件 

(100％) 

 

◆地区ごとの分布傾向 

【矢板地区】空家等の多くは、市街地に分布しており、特に駅西地区の中心市街地

に集中しています。 

【泉 地 区】空家等は比較的広い範囲に点在しています。農家造りなど、木造の大

きな建物が多い傾向にあります。 

【片岡地区】市街地内の空家等は比較的少なく、法適用前の開発分譲地等に多く存

在しています。 

 

◆空家等の市内分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：空家等実態調査（平成29年8月～12月実施） 

泉地区 

矢板地区 

片岡地区 
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③空家等の状態 

空家等の状態をランク別にみると、最も多いのはＤランク（大規模な修繕が必要）

の132件で全体の37.5％を占め、次いでＣランク（利活用可能：小規模な修繕など必要）

の129件で36.6％であり、建物倒壊等危険要因があり、緊急度が極めて高いＦランクは

15件で4.3％となっています。 

現状のまま、または簡易補修や小規模な修繕により利活用可能なＡ・Ｂ・Ｃランク

は181件で空き家全体の51.4％、大規模な修繕が必要または建物倒壊等危険要因があり、

緊急度も高いＤ・Ｅ・Ｆランクは171件で48.6％となっています。 

 

◆ランク別空家等の状況（市全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ランク別空家等の状況（地区別）                   （件） 

 
総数 

ランク別空家数         （ ）は用途地域内の数 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

市内全域 352(139) 11(2) 41(17) 129(47) 132(60) 24(10) 15(3) 

矢板地区 220(113) 8(2) 29(15) 73(35) 83(48) 17(10) 10(3) 

泉地区 45  2  4  14  18  4  3  

片岡地区 87(26) 1  8(2)  42(12) 31(12) 3  2  

 

④調査項目別の状況 

◆地区別の建築物の種類 

「戸建住宅」が 278 件で約 8 割を占め、地区別にみても、全地区「戸建住宅」が

7 割以上を占めています。次いで、店舗が 10.5％、事務所が 3.7％となり、地区別も

同様の傾向がみられます。 

 

  

79.0%

78.6%

75.6%

81.6%

10.5%

11.4%

13.3%

6.9%

3.7%

4.1%

4.6%

1.4%

1.8%

1.1%

3.1%

1.8%

4.4%

5.7%

2.3%

2.3%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（352件）

矢板地区（220件）

泉地区（45件）

片岡地区（87件）

戸建住宅 店舗 事務所 工場 倉庫 その他

ランク 空家数 割合(%) 備    考 

Ａ １１ 3.1 利活用可能（現状で居住可能） 

Ｂ ４１ 11.7 利活用可能（塗装など簡易な補修が必要） 

Ｃ １２９ 36.6 利活用可能（小規模な修繕など必要） 

Ｄ １３２ 37.5 大規模な修繕が必要 

Ｅ ２４ 6.8 建物倒壊等危険要因あり、緊急度高い 

Ｆ １５ 4.3 建物倒壊等危険要因あり、緊急度極めて高い 

合計 ３５２ 100.0  
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◆建築物の種類別の構造 

「木造」が 89.2%と、全体の約 9 割を占めています。建築物の種類別にみると、戸

建住宅や店舗、事務所では「木造」の割合が多く、工場や倉庫では「鉄骨造」の割合

が多くなっています。 

 

 

◆倒壊等保安上の危険 

保安上の危険については、外壁の破損のうち「著しく破損」が 30.4％、屋根の破

損のうち「著しく破損」が 30.1％と割合が多くなっています。建物の傾斜について、

傾きが認められるものが 32.4％となっています。 

 

 

 

 

 

◆管理・衛生 

建物の管理状況については、外壁及び開口部の劣化等の設備破損・管理不全の割

合が 44.3％となっています。周辺の生活環境の保全については、草木繁茂の割合は

32.7%と多く、ごみの放置、投棄の割合は 8.2％となっています。悪臭や動物・害虫

については、問題が認められませんでした。 

 

89.2%

97.5%

70.3%

69.2%

36.4%

50.0%

8.0%

1.4%

24.3%

15.4%

80.0%

63.6%

25.0%

1.1%

0.4%

2.7%

7.7%

12.5%

1.7%

0.7%

2.7%

7.7%

20.0%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（352件）

戸建住宅（278件）

店舗（37件）

事務所（13件）

工場（5件）

倉庫（11件）

その他（8件）

木造 鉄骨造 鉄筋コンクリート造 その他

67.6% 18.5% 13.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建物の傾斜

問題なし やや傾きあり 著しく傾きあり

44.3%

32.7%

8.2%

55.7%

67.3%

91.8%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

管理不全

草木繁茂

ごみ

悪臭

動物・害虫

問題あり 問題なし

9.4% 60.2% 30.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

外壁の破損

問題なし 一部破損 著しく破損

13.9% 56.0% 30.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

屋根の破損

問題なし 一部破損 著しく破損
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（２）空家等に関する意向調査 

①調査概要 

目  的 空家等実態調査の実施結果等に基づき、建物の所有者の現状や将来の利活

用に関する意向を把握する。 

調査期間 平成３０年６月１日～６月２９日（調査基準日 ６月１日） 

調査対象 空家等実態調査にてＡＢランク（利活用可能（優・良））に判定された建物

の所有者   

 

②調査結果（送付５２件、回答率５０％） 

問１．所有者の年齢について 

所有者の年齢については、70 代以上（38.5%）が最も多く、次いで 50 代～60 代

（34.6%）、30 代～40 代（19.2%）となっており、所有者は高齢化の傾向にある。 

 

 
 

問２．建物の管理状態について 

建物の管理状態については、空家状態（57.7%）が最も多く、約半数を占めている。

空家以外の使用方法としては、自分や関係者が居住（19.2%）、その他の使用（倉庫・

物置として使用など）（15.4%）、貸している、売却譲渡解体済み（各々3.8%）となっ

ている。 

 

    ※以下の設問は、「空家状態」と回答したものについて集計しています     

問３．空家になってからの経過期間について 

空家になってからの経過期間については、10 年以上（53.3%）が最も多く、全体の

5 割程度を占めている。 

 

 

問４．空家の管理上困ることについて（複数選択可） 

空家の管理上困ることとしては、管理の手間（26.9%）や、身体的年齢的に負担

（19.2%）、空家までの距離が遠い（19.2%）などの意見があり、所有者の高齢化と、

空家までの距離が遠いなどの要因により、管理が負担となっている。 

 

  

19.2% 34.6% 38.5% 7.7%

30代～40代 50代～60代 70代以上 無回答

19.2% 3.8% 3.8% 15.4% 57.7%

自分または関係者が住んでいる 貸している 既に売却譲渡解体済み その他 利用していない（空家状態）

6.7% 13.3% 6.7% 53.3% 20.0%

1～3年 4～6年 7～9年 10年以上 無回答

26.9% 11.5% 19.2% 19.2% 7.7% 3.8% 3.8% 7.7%

管理の手間 管理の費用が高い 身体的年齢的に無理
空家までの距離が遠い 管理を頼める人を探すのが困難 管理の委託料が高額
その他 無回答
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問５．空家の今後の活用について 

空家の今後の活用としては、未定・予定なし（40.0％）が最も多く、次いで売りた

い（26.7%）、セカンドハウス・物置として使用（13.3%）となっている。 

 

 

問６．今後の活用上困ることについて（複数選択可） 

今後の活用上困ることとしては、解体費等がかかる（35.0%）が最も多く、次いで

売却賃貸希望だが相手がみつからない（20.0%）等となっている。その他としては、

「解体すると税金が高くなる」「安全安心な解体業者等の情報提供、解体等の補助制

度の案内がほしい」などの意見があり、解体希望が多い一方、金銭的負担等につい

て不安があることが分かる。 

 

 

問７．空家の活用に関する支援制度について（複数選択可） 

空家活用のための支援制度についての要望としては、解体への補助（27.8%）や賃

貸売却相手等の情報提供（16.7%）、修繕・改修への補助（16.7%）等となっている。

その他として、「解体すると税金が高くなる」「自分ではどうしてよいかわからない」

「資金が足りないため何もできない」などの意見があり、情報提供と合わせ、経済

的な支援について要望があがっている。 

 

 

問８．空き家バンク制度の活用の意向について 

空き家バンク制度活用の意向については、興味はある（33.3%）など、制度につい

て興味関心があることが分かる。 

 
 

問９．自由意見 

○固定資産税を安くすべき。解体すると税金が高くなる。 

○解体費や修繕費が高額で、どうしたらよいかわからない。何か助成があれば一歩

を踏み出せるかもしれない。 

○土地等が自分のみの名義でなく共有のため売却・賃貸ができない。  等  

26.7% 13.3% 6.7% 40.0% 13.3%

売りたい セカンドハウス、物置等として使用
家族（子、孫等）に活用を任せる 未定、予定なし（現状のまま）
解体したい

35.0% 20.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 10.0% 15.0%

解体費用がかかる 売りたい、貸したいが相手がみつからない

所有していたいが管理できない 愛着があるので手放すか決められない

相続問題等で自分だけでは決められない リフォームしないと使用できない

どうしたらよいかわからず困っている 無回答

16.7% 16.7% 27.8% 5.6% 11.1% 22.2%

賃貸売買する相手先、仲介業の情報提供 修繕、改修への補助

解体への補助 有効活用の情報提供

その他 無回答

6.7% 33.3% 13.3% 33.3% 13.3%

利用したい 興味はある 利用しない わからない 無回答
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４．計画の対象 

空家等実態調査等の結果を踏まえ、本計画の対象とする空家等の種類と対象区域は次

のとおりとします。 

 

（１）対象とする空家等の種類 

本計画の対象とする空家等の種類は、法第2条第1項に規定された「空家等」（法第2

条第2項に規定する「特定空家等」を含む）とします。 

 

 

 

 

 

〈用語の説明〉 

※1 建築物：建築基準法第2条第1項の「建築物」と同義であり、土地に定着する工作物のう

ち、屋根及び柱又は壁を有するもの（これに類する構造のものを含む）、これ

に附属する門又は塀等をいう。 

※2 附属する工作物：ネオン看板など門又は塀以外の建築物に附属する工作物をいう。 

※3 常態：概ね年間を通して建築物等の使用実績がないこと。 

 

◆概念図（対象空家等） 

建築物又はこれに附属する工作物 

（建築基準法第 2 条第 1 号） 

住宅 総数（14,580 戸） 

（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

住宅以外 

（店舗・事務所） 

 空き家（2,800 戸） 

（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

二次的住宅、賃貸用の住宅、売却用の住宅、その他の住宅  

 その他の住宅（1,000 戸） 

（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 空家実態調査対象（542 件） 

都市計画基礎調査・水道情報等から抽出、市民等による情報提供 

 

 
空家等（352 件） 対策計画の対象 

 
特定空家等（特措法第 2 条第 2 項） 

 

※ 概念図上の数字は各調査時点のもの（基準日：住宅･土地統計調査 H25.10.1、空家等実態調査 H29.12） 

 

（２）対象区域 

空家等に関する対策は、市内全域で行うことが必要であるため、矢板市内全域を対

象とします。 

  

「空家等」 

建築物※1又はこれに附属する工作物※2であって居住その他の使用がなされていないこと

が常態※3であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む）をいう。 

ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 
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５．空家等の調査等 

（１）実態調査 

空家等の所在、所有者等及び空家の状態等を把握するため、実態調査を行います。

調査は、平成28年度基礎調査結果や周辺住民からの相談・情報提供等により、随時実

施します。 

  

（２）空家等のデータベースの整備 

空家等実態調査に基づき、住民票、水道の使用情報、周辺住民のヒアリングなどを

行います。特定した空家等については、固定資産税課税情報、登記情報、住民票や戸

籍情報、水道の使用情報及び近隣住民等からの情報収集等により、所有者を特定し、

その結果等を基にデータベースを整備します。 

 

◆調査の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民からの通報・相談等 空家等基礎調査（H28） 

実態調査（現地調査） 

空家等対策担当職員が現地を確認し、空家等の状況を把握 

空家等管理台帳（兼調査票）により、建物の状態や周辺の生活環境への影響度合いを確認 

必要に応じて、近隣住民や関係者等から情報収集 

所有者等の特定 

・固定資産税情報により、所有者（納税義務者）等を調査 

・土地建物登記情報により所有者等を調査 

・住民票・戸籍情報により相続人を調査 

・水道等の使用情報により水道利用者等を調査 

データベースの整備 
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６．本市の課題 

本市における空家等の現状を、人口動態、統計調査や空家実態調査等の結果を踏まえ、

本市の空家等対策における取り組むべき課題を、次のとおりとします。 

 

 

（１）市街地における空家への対応  

空家実態調査の結果によると、市内の空家の約６割以上を矢板地区が占め、その中

でも、用途地域内の矢板駅西エリアに約８割が存在しており、空家率が高い地域とな

っています。このエリアは、公図混乱地区であるため、土地の流動化が進まず、建替

や駐車場スペースの確保が困難なことなどから、若年世代がエリア外に新たな住居を

求めるため人口が流出し、中心市街地の空洞化が進んでいます。また、高齢化率が高

いエリアでもあるので、潜在的空家を含め、今後も増加傾向が続くと考えられます。 

このエリアの定住人口の確保とコンパクトシティ形成を目指すうえで、長期的に居

住可能な住宅を増やし、空家等の解消を図る必要があるため、定住補助制度のさらな

る拡充を行うとともに、空家を有効活用するための新たな助成制度が必要です。また、

市街地内は敷地面積が狭く、住宅が隣接し、周辺への影響も大きいことから、危険な

状態の空家は早急に除却等の対応が必要なため、除却費用の助成等新たな支援制度が

求められます。 

 

 

 

（２）空家等の利活用促進  

市内の建築物の約３割は、旧耐震基準である昭和５５年以前に建てられたものであ

り、この割合は、全国や県平均より高くなっています。また、市内にある昭和５０年

代以前に開発された住宅団地については、開発当初に移住した住民が多く、そのころ

建てられた建築物は、築４０年を超え、老朽化も進んでいるため、今後、長期的に居

住するための支援策が必要となります。 

また、郊外型の住宅団地は二次的住宅が多いため、比較的状態の良い空家も多く存

在します。これらの有効活用を促進することで、中古住宅ストックの流通促進や地域

活力の向上などが期待できます。良質な住宅情報を広く発信し、空家への入居支援等

を行いながら、定住促進や地域活性化を図るため、空家等の利活用を促す取組を実施

することが必要です。 
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（３）適切に管理されていない空家等に対する取組  

実態調査の結果により、市内に「特定空家等候補（Ｆランク：除却対象、緊急度が極

めて高い）」と考えられる空家の存在を確認しました。その中でも、市街地にある空

家については、危険度が高く、周辺への悪影響が懸念されます。 

早急な対応が必要なため、今後、所有者に対してさらなる指導を進めるとともに、

必要に応じて、特措法に基づいた措置（特定空家等の認定、助言・指導、勧告等）を行

うなど、特定空家等の解消に向けた取組が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）空家等の発生抑制と適切な管理の促進  

空家実態調査の結果により、建物傾斜、外壁や屋根破損など老朽化が進んでいるも

のや、設備破損や草木繁茂など管理不全な状態のものが多数存在していることが確認

できました。空家等になっても適切な管理により地域住民の生活環境への悪影響を抑

えることができ、活用可能な空家等の増加につながります。引き続き、所有者等に対

して適正管理の指導を行うともに、災害時や緊急時等非常の場合には、「応急措置」

などの対応を行う必要があります。また、今後も空家等の増加が予想されることから、

新たな空家等の発生を抑制する対策が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ３ 章 空家等対策に係る基本的な方針等 
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１．空家等に対する基本姿勢 

空家等は、法第３条に空家等の所有者等の責務として「空家等の所有者又は管理者は、

周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」

とされ、個人の財産として、所有者自らが適切に管理することが原則です。 

市では、これまでも管理不全な空家に対して、適正管理を促す文書等で指導を行って

きました。しかしながら、空家等の所有者等が、様々な要因により適切な管理を行わず、

責務を全うしない場合は、建物の老朽化による倒壊や部材の飛散等の危険性、ごみや雑

草等の公衆衛生上の問題などにより、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼします。その

ような場合には、所有者等の第一義的な責任を前提に、市として空家等の状態や周辺に

与える悪影響を勘案し、公益性の観点から必要な措置を講じます。 

一方で、本市には利活用可能な空き家等も多く存在しています。こうした空家等を地

域の資源として捉え、地域の活性化や定住促進を図る観点から、空家等の有効活用や流

通促進に向けた取組や支援を実施します。 

 

また、空家等に関する施策を推進するには、市民を始め、市、事業者、関係機関・団体

等、多様な主体が連携し、取り組むことが必要であるため、庁内における実施体制の整

備や空家等審議会との連携を図るとともに、関係団体等とのさらなる連携を図っていき

ます。さらに、各施策ごとにＰＤＣＡサイクルに基づき、定期的に進捗状況の評価を行

いながら、総合的かつ計画的に空家等対策を推進していきます。 
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◆空家等対策フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

空家問題を 

増大する要因 

空家問題発生に 

よる課題 

課題解決のための

スキーム 

空家等対策の 

推進体制 

期待できる 

効果 

少子高齢化 核家族化 人口減少 
市民ニーズ

の多様化 
住宅飽和 

・危険発生       ・景観悪化       ・環境悪化 

・地域衰退       ・人口減少       ・活力低下 

①現状把握 

実態調査 

所有者調査 

②要因分析 

③抑制・防止のため

の施策立案（計画

策定等） 

空家等対策担当課（都市整備課） 

◯空家等の発生予防 

・情報提供          ・相談体制の整備  等 

◯空家等の利活用促進 

・空き家バンク運営      ・定住補助制度の活用 

・空き店舗補助制度の活用  等 

◯危険空家に対する対応 

・所有者への働きかけ     ・特定空家の認定・措置 

・除却改修指導・支援  等 

◯空家等の適正管理 

     ・指導・助言等適正管理指導  ・非常時の緊急措置  等 

 

推進本部・検討部会 

（庁内） 
連携 

評価 

 ・危険空家減少       ・所有者の意識向上  ・景観の向上 

 ・空き家利活用の促進    ・定住人口の増加   ・市街地活性化 など 

（庁外） 
意見・助言 

審 議 会 

効果検証 
実施 
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２．実施体制の整備 

空家等に関する施策を推進するには、市民を始め、市、事業者、関係機関・団体等、多

様な主体が連携し、取り組むことが必要です。市民からの空家等に関する情報提供、所

有者等からの管理や利活用に関する相談など、それぞれの内容に応じて的確に対応でき

る体制を整備するとともに、それらの連携が可能となるよう組織の体系化を図ります。 

 

（１）空家等対策の総合窓口 

空家等対策の総合窓口（担当課）を一本化し、関係各課及び関係機関や団体等と連携

した相談体制の整備を行います。 

 

（２）庁内関係部署との連携 

空家等に係る問題は多岐にわたることから、空家等の担当部署が中心となり、庁内に

空家等対策を推進する体制を整備し、庁内関係部署の連携強化を図り、全庁的に取り組

んでいきます。 

 

（３）空家等対策推進本部の設置 

空家等に関する諸施策の企画・推進、特定空家等の認定や措置、活用の促進など、本

市における効果的な空家等対策を推進するための組織を設置し、対策計画の検討や施策

の立案を行います。 

 

（４）地域住民との連携 

空家等対策を進めるためには、地域社会全体による多方面からの取組が必要となるこ

とから、地域住民や行政区等と相互に連携を図り、空家等対策に取り組んでいきます。 

 

（５）関係機関や団体等との連携 

法務、不動産、建築等事業者のほか各関係機関や団体等との連携に加え、市場での流

通促進や空家等管理の適正化を図るため、各機関や団体等が取組に参画しやすい環境を

整備するなど、さらなる連携を進めていきます。 

 

（６）空家等審議会との連携 

市民や専門家等で構成される矢板市空家等審議会と連携を図りながら、空家等対策を

進めていきます。空家等審議会では、空家等対策全般について協議するとともに、特定

空家等への措置についても意見を聴くこととします。 
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◆連携体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁内実施体制※                      平成31年3月末現在 

空家等対策の推進に係る総括 担当課 

空家等対策に係る各種施策・制度運用・措置等の総括 
総合相談窓口 
矢板市空家等審議会との連携 
空家等対策推進本部等（庁内）との連携 
矢板市空家等対策計画の策定 
庁内各課との協議・調整 

都市整備課 

発生抑制・予防 担当課 

各種支援制度等の情報集約、所有者意向調査等 
HP 等による情報提供、各種チラシの配布 
税情報（固定資産税等）の適切な活用 
水道加入情報等の適切な活用 

都市整備課 
税務課 
水道課 

利活用の促進 担当課 

空き家バンクの運営 
移住・定住促進事業との連携 
利活用に関わる補助・支援制度の創設・運用 
（空家・空き店舗活用支援制度、耐震改修支援制度等） 

都市整備課 
総合政策課 
商工観光課 

建設課 

特定空家等の解消 担当課 

特定空家等の認定、措置 
除却に関わる補助制度の創設・運用 
特定空家等に対する課税措置 

都市整備課 
税務課 

適正管理指導 担当課 

危険空家等に対する応急措置対応 
防犯・防災、環境衛生（不法投棄、害虫、悪臭等）に対する措置 

都市整備課 
くらし安全環境課 

関係機関・団体との連携 担当課 

国・県、特定行政庁、法務局、裁判所、警察、消防など公的機関 
行政区、民生委員等 所管団体 
社）シルバー人材センター、社）社会福祉協議会 
地域包括支援センター、商工会等 関係団体 
宅地建物取引業協会、建築士会、司法書士会等 関係団体 

都市整備課 
関係所管課 

※課名等の名称は、市の組織改正に伴い変更になる場合があります。 

 

 

 

行政区・地域住民等 

・空家等の把握 

・所有者等に対する 

働きかけ 

・地域での空家等活用  

等 

所有者等 

空家等の適切な管理・活用・除却等 

都市整備課 

（空家等対策担当課） 

総合相談窓口 

空家等対策推進本部 庁内関係部署 空家等審議会 

依頼 

働きかけ 

相談 

助言・指導 

情報提供 

支援 

サービス 

提供 

相談・依頼 

相談 

・通報 

情報提供 

活動支援 

連携 

連携 連携 
連携 

関係機関・団体・事業者等 

・情報提供 

・各種相談 

・空家等の管理代行 

・空家等の修繕 

・空家等の除却 

等 
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３．基本方針及び重点項目 

空家等に関する対策は、適正に管理が行われていない空家等が市民の生活環境に影響

を及ぼす一方で、有効に活用することにより、定住促進や地域活性化を図ることができ

る資源であることを認識し、本市の課題を踏まえ、次の基本方針及び重点項目を定め、

取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
《主な施策》 

・所有者等に対する意識啓発  ・所有者意向の把握  ・相談体制の整備 
・市民等に対する情報提供   ・空家等の発生抑制をする取組の推進  等 

◎ 基本方針１ 空家等の発生抑制と予防に努めます  

居住しているときから、所有者等に対して「空家等」としないための予防対策
を講じることや、空家等となった場合でも、管理不全にさせないための対応方策
に取り組みます。  

 

【重点項目１】所有者等に対する意識啓発（発生抑制と予防）  

居住段階から空家等にならないよう所有者等に意識付けを行い、適正な維持管
理を求めます。また、所有者以外も含め、広く情報発信を行うことで、空家等対
策に対する市民意識の醸成・啓発を図ります。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《主な施策》 
・空家等利活用方策の推進  ・空家等を活用した移住・定住促進への支援 
・子育て世帯や若者夫婦世帯の住まいの確保支援や子育て環境の整備 
・市場の流通促進への支援  ・各種補助制度等の効果的な情報発信 
・空家除却後の跡地等の活用促進                等 

◎ 基本方針２ 空家等の利活用を促進します  

空家等を貴重な地域資源として捉え、市場での流通促進や良好な住宅情報や各
補助制度の情報発信等を行うなど、有効な利活用を促進する対応方策に取り組み
ます。  

 

【重点項目２】利活用の促進  

市内における空家等の有効活用を図るためには、中古住宅ストックの市場流
通を促進する必要があるため、良好な住宅情報や各補助制度等の情報発信を行
うとともに、空家の利活用について新たな支援策を検討する等、定住促進や地域
活性化に繋がるような取組を実施します。  
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《主な施策》 
・危険空家等解消の取組（助言・指導等） ・老朽危険空家等に対する除却支援 
・特定空家等の認定及び措置                       等 

◎ 基本方針３ 特定空家等の解消に向けた取組を推進します  

危険な状態にある老朽化した空家について、法に基づき特定空家の認定や措
置を行うとともに、市内に点在する危険空家解消のため、除却費用の補助制度
検討など、特定空家等の解消に向けた対応方策に取り組みます。  

【重点項目３】特定空家等への対応  

適正に管理されず、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている空家等
について、特定空家等に該当するか否かに関わらず、法第 12 条に基づく助言や
関係法令に基づいた指導等を行います。特定空家等と認定した場合には、法第
14 条に基づき、空家の除却等を含めて助言・指導、勧告等を行い、周辺住民の
安全や生活環境の保全を図ります。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
《主な施策》 

・相談体制の整備  ・助言・指導  ・適正管理通知  ・長期居住に対する支援 
・非常時における応急措置の実施 ・民間事業者等との連携による管理の取組検討 等 

◎ 基本方針４ 空家等の適切な管理を促進します  

空家等は、個人の財産であることから、所有者等に対する指導等の徹底を図
るとともに、自主的な管理を促進する支援事業や民間事業者等との連携事業な
ど、効果的な適正管理を促進する対応方策に取り組みます。  

【重点項目４】適正管理対策  

①管理不全な空家等の増加を防ぐため、良好な状態を維持していくための適正
管理を促します。  

②管理不全な空家等が危険な状態にあり、これを放置することにより、市民の
生命、身体又は財産に被害を及ぼすことが明らかな時、特に災害時など非常
の場合には、緊急に安全を確保する必要があるため、「応急措置」などの対
応を行います。  
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◆基本方針別施策の体系 

 

居住中の住宅 

空家等 

利活用可能 

 

(A～C)※ 

大規模な修繕必要 

 

(D)※ 

倒壊等の危険性なし 

危険要因あり、 

緊急度高い 

(E～F)※ 

倒壊等の危険性あり 

基本方針１ 

発生抑制と予防 

    

基本方針２ 

利活用 

    

基本方針３ 

特定空家等の解消 

    

基本方針４ 

適切な管理 

    

共  通 

    

※空家等の種別のうち、Ａ～Ｆは実態調査結果のランクによる区分 

 

 

 

○発生抑制の取組 

○利活用方策の推進 

○定住促進支援  ○流通促進支援 

○補助制度等の情報発信 

○除却跡地の活用促進 

○危険空家等解消の取組 

○除却支援 

○特定空家等に

対する措置 

○空家等調査  ○データベースの整備 

○適正管理対策 ○長期居住支援 

○情報発信 ○民間事業者等との連携 

○非常時における応急措置 

○情報提供  ○相談体制の整備 

○意識啓発  ○意向把握 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ４ 章 重点項目に基づく各施策 
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１．各施策の推進 

空家等対策の基本方針に基づき、特に対応が必要な次の事項を重点項目と定め、計画

的かつ重点的に推進していきます。 

 

【重点項目１】 

所有者等に対する意識啓発（発生抑制と予防） 

居住段階から空家等にならないよう所有者等に意識付けを行い、適正な維持

管理を求めます。また、所有者以外も含め、広く情報発信を行うことで、空家等

対策に対する市民意識の醸成・啓発を図ります。 

 

 

《 主な取組 》 

・アンケート等による所有者意向調査 

空家等の所有者に対し、建物の現状や将来の利活用に関する意向を調査、ニー

ズ等を把握し、支援制度などの検討を行います。 

 

・広報やホームページ等を活用した情報発信 

空家等の所有者等及び市民に対し、空家等がもたらす生活環境への悪影響など

の諸問題や空家等の適切な管理についての理解促進のため、広報やいた、市ホー

ムページやチラシ等による周知のほか、固定資産税納税通知書の活用など所有者

に対して管理に係る意識啓発を行います。 

 

・維持管理やリフォーム等に関する情報提供・相談体制の整備 

住宅の安全性や質を高める住宅改修により、高齢期になっても安心して住み続

けられる住まいを形成するための住宅維持管理やリフォームに関する情報を提供

するとともに、相談体制の整備を進めます。 

 

・各制度の周知・広報 

新たな空家等の発生抑制のため、窓口において相続に関するパンフレットや空

き家バンクに関するチラシを配布する等、市民や現在居住又は使用している方に

対しても周知を図ります。また、空家等に関する各制度の情報提供を行うことで、

住宅の長期居住を促し、特に独居世帯については、空家になる前の啓発活動を重

視し利活用促進のための制度紹介など、空家等になることを未然に防ぐこと等広

く周知していきます。 
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【重点項目２】 

利活用の促進 

市内における空家等の有効活用を図るためには、中古住宅ストックの市場流

通を促進する必要があるため、良好な住宅情報や各補助制度等の情報発信を行

うとともに、空家の利活用について新たな支援策を検討する等、定住促進や地

域活性化に繋がるような取組を実施します。 

 

 

《 主な取組 》 

・空家等活用に対する支援 

新たに中古住宅を取得する方又は取得した住宅を改修する方に対し、空家等活

用による移住・定住促進、子育て世帯や若者夫婦世帯の住まいの確保を図るため、

補助金を交付し、空家の解消を図ります。 

◇ 空家等活用支援補助事業、空家等活用定住促進補助事業  等 

 

・空き店舗等活用に対する支援 

空き店舗等を活用した起業や雇用創出を促進することで、地域産業の活性化を

図ります。 

◇ 空き店舗対策事業費支援補助事業  等 

 

・中古住宅流通促進に対する支援 

良質な住宅情報を発信することで、空家等を活用した定住等の促進を図るとと

もに、中古住宅を安心して取引するため、中古住宅の建物現況調査や金融機関と

の連携による支援制度等について情報提供を進めることで、中古住宅の円滑な市

場流通を促進します。 

◇ 空家バンク、建物現況調査（ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ）、フラット35等各制度、 

マイホーム借上げ制度、定期借家制度等についての情報提供  等 

    

・空家の維持管理に対する支援   

空家等の所有者に対し、維持管理に関する情報提供を行うことにより、管理不

全な空家の増加を抑制するとともに、関係団体等と連携した空家等の維持管理の

仕組みづくりを進めます。 

◇ 空家の維持管理に関する情報提供、関係団体との連携  等 

 

・空家除却後の跡地等の活用促進 

除却した空家等の跡地は、所有者等の意向とともに、地域の実情やニーズの把

握に努めながら、跡地の利活用について検討します。  



矢板市空家等対策計画 

 

32 

 

 

【重点項目３】 

特定空家等への対応 

適正に管理されず、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている空家等

について、特定空家等に該当するか否かに関わらず、法第12条に基づく助言や

関係法令に基づいた指導等を行います。 

特定空家等と認定した場合には、法第14条に基づき、空家の除却等を含めて

助言・指導、勧告等を行うことで、周辺住民の安全や生活環境の保全を図りま

す。 

 

 

《 特定空家等とは 》 

法第2条第2項に規定され、周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしている空家等

のこと。そのまま放置すると著しく保安上危険または衛生上有害となるおそれの

ある状態、適切に管理されていないため著しく景観を損なっている状態にあると

認められる空家等をいいます。市は、同法に基づいて立ち入り調査を行い、指導・

勧告・命令および代執行を行うことができます。 

 

《 特定空家等への対応方針 》 

平成27年5月に空家特措法が施行され、所有者等に関する詳細な情報収集が可能

となりました。また、著しく保安上危険な特定空家等として認定されたものにつ

いては、措置実施のための立ち入り調査、指導⇒勧告⇒命令⇒代執行の措置が明

確化され、踏み込んだ対応が可能となりました。 

しかしながら、「特定空家等」といえども個人の資産であり、法に定める措置を

行うためには、十分に手順を踏まえる必要があります。 

 

特定空家等の認定については、現地調査により状態確認後、直ちに認定するの

ではなく、法に定める助言、援助等を行い、所有者等の自発的な改善を促します。 

建物の倒壊や建築材の飛散等、明らかに危険性が高く、周辺住民等の生命、身

体や財産等への影響度が高いと考えられる場合は、特定空家等に該当するかの判

定を行い、空家等審議会の意見を聴きながら特定空家等に認定します。 
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◆対応手順 

① 一般的に問題が表面化している空家等は、近隣住民や地域から情報（苦情）が寄せら

れ、市の知ることとなる。（市担当者による自己発見もあり） 

② 「空家等に関する情報提供書」により、情報提供を受け付ける。 

③ 情報提供により、住宅地図、固定資産税台帳や航空写真等で情報を集め、現地を確認

する。 

④ 所有者に対して、適正管理通知を送付し改善を促す。（法第12条 助言、援助） 

 

通知等を送ったが改善が見られず、周囲への影響度や危険性が高く特定空家

等に該当する可能性がある場合は、⑤以降に進む。 

適正管理通知 ： 3回程度送付（履行については相当の期間※1を設ける） 

※1 相当の期間の目安  建物本体の管理不全（除却対象） 概ね3～6月程度 

その他、設備破損や雑草繁茂等  概ね1月程度 

 

 

⑤ 特定空家等の認定を行う場合は、事前に法第9条第3項の立ち入り調査の通知を送付し

たうえ、「特定空家等判定シート」により判定を行う。（法第9条 立ち入り調査） 

⑥ 特定空家等の候補をまとめ、矢板市空家等審議会において意見をもらった上で特定空

家等に認定する。 

⑦ 認定後は、データベースへ登録するとともに関係部局へ情報提供する。また、所有者

へ「当該助言又は指導の内容及び事由」等を文書にて告知し、改善を促す。その際、

文書において、勧告による不利益処分等（固定資産税の特例除外等）について教示す

る。（法第14条第1項 助言、指導）  

 【 繰り返し助言又は指導を行うべきかは要検討 】 

⑧ ⑦の状態が改善されない場合は、所有者等に対し相当の猶予期限※2 をつけて、必要な

措置※3 をとることを勧告し、その旨内容証明等にて郵送する。 

（法第14条第2項 勧告） 

併せて、税務課へ情報提供し、住宅用地特例の対象から除外する。 

 

 

 

 

 

⑨ ⑧の状態が改善されない場合、当該措置を命ずることとなるが、命ずるにあたりあら

かじめ所定の事項（措置内容と事由、意見書の提出先及び提出期限）を記載した事前

通知書を内容証明等にて郵送し、意見書提出や公開の意見聴取等、意見陳述の機会を

設ける。（法第14条第4項～8項 事前通知、意見聴取の請求等） 

⑩ 意見書提出及び意見聴取請求がなかった場合、又は意見聴取等を経ても措置が不当で

ないと認められた場合は当該措置を命令できる。その際、命令内容を正確に相手に伝

え到達を明確にすること等、処理の確実性を期す観点から、通知を内容証明にて郵送

する。(法第14条第3項 命令) 

命令違反者には過料（法第16条 過料） 

※2  相当の猶予期限とは、当該措置を行うことにより、その周辺の生活環境への悪影響を改善する
のに通常要すると思われる期間を意味する。措置の規模や内容によって異なるが、おおよそ、物
件を整理するための期間や工事の施工に要する期間を合計したものを標準とする。 

※3  必要な措置とは、具体的に何をどのようにすればいいのかが理解できるよう明確に示す必要が
ある。例えば、「壁面部材が崩落しないよう、東側 2 階部分の破損した壁板を撤去する」等具体の
措置内容を示し、また、建築物の除却の場合、全部か一部（2 階東側部分など）の除却なのか等除
却する箇所を明確に示す。  
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⑪ 所有者等は、⑩の措置命令について不服がある場合、行政不服審査法に基づき市長に

異議申し立てを行うことができる。そのため、命令においては当該処分つき不服申し

立てができる旨、不服申し立てすべき行政庁やその期間等を文書にて示す。（行政不

服審査法第6条） 

⑫ 当該空家等への標識設置や広報・ＨＰ等により、命令が出ている旨公示する。 

（法第14条第11項～12項 標識の設置、公示） 

⑬ 所有者等が必要な措置を履行しない場合、行政代執行法の定めるところにより代執行

できる。（法第14条第9項 代執行） 

⑭ 市長は、空家等が適正な管理がなされていない状態にあることにより、人の生命、身

体又は財産に重大な危険が切迫していると認めるときは、当該危険を回避するために

必要な最小限度の措置を講ずる。（条例第6条 応急措置） 

◆特定空家等への措置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事案発生（空家等に関する情報提供者） 

※周辺住民からの苦情等 
空家実態調査 

現場確認 
（建物及び居住状況） 

空家等の特定 
（基本指針等を参考に判断） 

データベースへの登録（法第 11 条） 

調査、情報収集 

空家等所有者調査 

・当該空家等の状態やその周辺の生活環境への悪影響の程度等を勘案し、私有財産たる当該

空家等に対する措置について、行政が関与すべき事案かどうか、その規制手段に必要性及

び合理性があるかどうかを判断。 

・どのような根拠に基づき、どのような措置を講じるべきかを検討。 

 他法令による措置の可能性についても検討。 

助言、援助 
（法第 12 条） 

（所有者が確知できる場合） （所有者が確知できない場合） 

所有者調査（所有者不在又は死亡） 

・法定相続人 

・不在者財産管理人制度 

・失踪宣告制度 

・相続財産管理人制度 

適正管理通知を３回程度

送付し、改善されない場

合、立ち入り調査を行う 立ち入り調査 
（法第 9 条第 2 項） 

必要により県住宅課職員の助言 
（確知できない） 

特定空家等の認定（基準を参考に判定） 

データベースへの登録（法第11条）、関係部署への情報提供 

助言、指導（法第 14 条第 1 項） 

勧告による不利益処分について教示（固定資産税の用地特例除外等） 

勧告（法第 14 条第 2 項） 

固定資産税等の用地特例から除外 

略式代執行 
（行政代執行法第 3 条第 3 項） 

意見陳述機会の付与 
（法第 14 条第 4 項～第 8 項） 

意見聴取の請求等 

命令 
（法第 14 条第 3 項） 

判断に係る意見 

法･････空家特措法 

条例･･･矢板市空家等の適正 

管理に関する条例 

市民の生
命、身体
又は財産
に重大な
損害を及
ぼす等の
危険な状
態が切迫
している
場合 

応
急
措
置 

（
条
例
第
６
条
） 

空家等審議会 
（条例第 7 条に基づく組織） 命令違反者には過料 

意見聴取 
特定空家等の認定及び勧告の

際の意見聴取は必須。それ以

外は、必要に応じて実施。 

標識の設置、公示 
（法第 14 条第 11 項） 

行政代執行 
（行政代執行法第 3 条第 2 項、法第 14 条第 9 項） 
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《 特定空家等の認定基準の考え方 》 

本市においては、特定空家等の認定に関することについて、審議会で調査審議

するとされていることから、特定空家等と疑われる空家等についての判断基準を

作成し、その基準に該当する空家等について、審議会で調査審議を行い判断に係

る意見を聴取することとします。 

特定空家等と疑われる空家等の判断については、以下の項目を基準に調査し、

その調査方法及び判定基準等については、栃木県作成の「特定空家等認定の手引

き」に準じて定めた「矢板市特定空家等判定シート（P49）」により実施します。 

◆特定空家等と疑われる空家等の判断基準 

１ そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 
① 建物の傾斜 1/20 超の傾斜が認められる状態 
② 屋根の破損 屋根が著しく変形している状態や、屋根の一部が抜け落ちてい

る状態 
③ 基礎、土台、

柱又は梁 
基礎、土台、柱又は梁の腐朽、破損により、変形が著しく崩壊
の危険がある状態 

④ 外壁の破損 外壁の仕上げ材の一部がはがれ、下地が露出している状態や、
外壁を貫通する穴が生じていて、大修理を要する程度まで至っ
ている状態 

⑤ 外壁、屋根材
等落下の恐れ 

外壁のタイルのせり上がりや、屋根の瓦のズレ、雨樋の破損な
どにより、実際に脱落している状態 

⑥ その他 その他、倒壊等保安上の危険がある状態 
２ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

① 建築材の飛散 建築材等が老朽化などにより破損し、飛散するおそれがある状
態 

② 悪臭・異臭 ごみ等の放置や浄化槽の破損、排水等の流出による臭気の発生
がある状態 

③ 衛生動物・害
虫の有無 

ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、蚊等が
発生している状態 

④ その他 その他、衛生上有害なものがある状態 
３ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

① 建築物の外観 屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れ
たまま放置されている状態 

② 立木等 立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂、又は枝が近隣敷地
や道路に越境している状態 

③ 看板等の工作
物 

看板等の工作物が原型を留めず本来の用をなさない程度まで汚
破損したまま放置されている状態 

④ その他 その他、景観を損なっているものがある状態 
４ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

① 動物の鳴き声･
ふん尿等 

動物の鳴き声等の騒音が頻繁にあり、ふん尿による臭気や動物
の毛、羽毛等の飛散などが発生している状態 

② 外壁及び開口
部 

外壁を貫通する穴が生じている、ドアが外れているなど、不特
定の者が容易に進入できる亀裂や開放がある状態 

③ 塀・柵・窓ガ
ラスの破損 

塀や柵に亀裂、又は窓ガラスが割れていることにより、不特定
の者が容易に進入できる状態 

④ その他 その他、周辺の生活環境に関するものがある状態 

 

 

《 空家等の除却に対する支援 》 

市内に点在する危険空家等の除却を促進し、周辺住民の安全や生活環境の保全

を図るため、空家等の除却に対する助言や支援を行います。  
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【重点項目４】 

適正管理対策 

① 管理不全等の空家等の増加を防ぐため、良好な状態を維持していくための適

正管理を促します。 

② 管理不全な空家等が危険な状態にあり、これを放置することにより、市民の

生命、身体又は財産に被害を及ぼすことが明らかな時、特に災害時など非常

の場合には、緊急に安全を確保する必要があるため、「応急措置」などの対

応を行います。（条例第６条） 

 

 

① 《主な取組》 

・相談体制の整備   ・助言・指導   ・適正管理通知 

空家等に関する相談は多岐にわたることから、相談体制を整備し、必要な情報

等を提供することで、空家等の適正管理を促します。また、管理不全の空家等に

ついては、早い段階での助言・指導を行い、危険空家等の発生を抑制します。 

・長期居住に対する支援 

木造住宅の耐震診断や改修に係る費用の一部に補助金を交付することで、住宅

の質の向上や長期居住を促すとともに、住宅の耐震やバリアフリー改修に伴い固

定資産税を減免することにより、空家の発生を抑制します。 

◇ 木造住宅耐震に係る補助制度 

住宅の改修に伴う固定資産税の減額  等 

 

② 《 非常時応急措置の対応 》 

災害や地震時等 非常の場合の「応急措置」については、危険な状態の進行度や

周囲への悪影響の程度、危険等の切迫性を適宜判断し、建物本体の除却は行わず、

必要最小限度の措置により、敷地外への影響を防ぐものとします。(次ページ参照) 
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◆ 危険空家等の応急措置対応方針（条例第６条関係） 

 

暴風雨や地震等の緊急時における空家等に対する応急措置（緊急時の対応）ついては、

矢板市空家等の適正管理に関する条例第６条に基づき、以下のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

１．適用の判断基準 

危険な状態の進行度や周囲への悪影響の程度、危険等の切迫性を適宜判断します。例え

ば、暴風雨や地震等によって、空き家の建築材が飛散又は崩落することにより、通行人や

周辺住民の生命の危険及び身体への損傷（重傷以上）、近隣の建築物等(塀さく含む、庭木

除く)に重大な被害を及ぼすことが明らかな場合で、かつ、緊急に対応する必要があるた

め、所有者等の同意を得る時間的余裕がない場合などが適用となります。 

 

２．例示 

建物が倒壊した時に、周囲への危険性が認められる場合において、対象物の敷地境との

距離と建築物の危険部分の高さで判断する。例えば、道路・隣地からの距離が建物の高さ

以上離れていないため、倒壊時や建築材落下・飛散時に敷地外への影響が見込まれる場合

等が該当。 

 

３．措置 

建物本体の除却は行わず、必要な最小限度の措置により、敷地外への影響を防ぎます。 

例） 建築材の飛散物については、建物への防御ネットやバリケードの設置 

近隣住民等に危険を知らせる看板の設置 等 

 

４．事後処理 

行った措置の内容を所有者へ通知し、費用を徴収します。 

 

 

 

《 参 考 》 

 

 

 

 

 

 

 

防災・安全上、緊急を要するものについては、二次被害の拡大等を防止するため

にも、空家等対策の推進に関する特別措置法において、助言・指導、勧告、命令

の所定の手続を経ることなく、迅速に必要最小限度の応急安全措置をできること

とします。 

矢板市空家等の適正管理に関する条例（H30.3 制定、同年 10 月施行） 

第６条（応急措置） 
市長は、空家等の老朽化等による倒壊等により人の生命、身体又は財産に重大な損害を及ぼす等

の危険な状態が切迫していると認めるときは、その危険な状態を回避するため、必要な最小限度の
措置を講ずることができる。 

２ 市長は、前項の措置を講じたときは、当該措置に要した費用を当該空家等の所有者等から徴収する
ことができる。 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ５ 章 空家等に関する相談への対応 
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空家等に関する相談への対応  

空家等に関する相談は、空家の所有者、管理者、近隣住民等、様々な立場の方からあり、その内

容は、利活用、売買、賃借、維持管理、解体、相続等、多岐にわたります。相談者が、どんな立場

で、どのようなことに困っていて、どのような意向を持っているかを確認し、相談者の事情に合わ

せた対応が必要となります。 

また、円滑な相談体制の構築には、市のみならず、市民、事業者、関係機関・団体等、多様な主

体が連携し、取り組むことが重要です。 

そこで、矢板市では、平成29年度から、空家等対策担当課（都市整備課）にワンストップの「総

合相談窓口」を設置し、市民からの空家等に関する情報提供や相談など、それぞれの内容に応じて

的確に対応できる体制を整備するとともに、それらの連携が可能となるよう組織の体系化を図り、

必要な情報を提供し、適切な支援を行うため、下記の事項について取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ25 2.実施体制の整備から（再掲） 

 

１．相談における連携体制 

〇庁内の連携 

・相談窓口の一本化及び各担当課と連携（情報の収集及び提供等） 
・空家等対策推進本部及び審議会等との連携 
・空家関係課連絡会議による情報共有  等 

〇地域との連携 

・空家情報の収集及び提供 
・所有者等に対する働きかけ 
・地域での活用検討  等 

〇関係機関・団体等との連携 

・空家情報の収集及び提供 
・空家の維持管理や除却等についての連携（事業者の紹介等）  等 

 

 

 

行政区・地域住民等 

・空家等の把握 

・所有者等に対する 

働きかけ 

・地域での空家等活用  

等 

所有者等 

空家等の適切な管理・活用・除却 等 

都市整備課 

（空家等対策担当課） 

総合相談窓口 

空家等対策推進本部 庁内関係部署 空家等審議会 

依頼 

働きかけ 
相談 

助言・指導 

情報提供 

支援 

サービス 

提供 

相談・依頼 

相談 

・通報 

情報提供 

活動支援 

連携 

連携 連携 
連携 

関係機関・団体・事業者等 

・情報提供 

・各種相談 

・空家等の管理代行 

・空家等の修繕 

・空家等の除却 

等 
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２．相談体制の強化 

空家等に関する相談は、様々な立場の方からあり、その内容も多岐にわたるため、総合相談窓口

を広く周知し、さらに関係団体との連携による相談会の開催等、相談する機会を増やすことで、相

談体制の強化を図ります。 

 

①「空家相談日」の創設 

地域の空家等に関する情報を収集するため、新たに「空家相談の日」を創設し、空家等に関

する相談強化日として周知します。 

 

②宅建協会、建築士、司法書士等による相談会の開催  等 

 

 

３．空家等解消のための情報提供等 

空家等に関する情報は、時期（空家発生前と後）や立場ごとに必要な情報も異なるため、様々な

媒体により、あらゆる機会を通じて効果的に提供します。 

 

（１）様々な媒体による情報発信 

空家等に関する情報（空家問題、適切な維持管理、移住定住、空き家バンク、各種支援制度、空

家等対策計画等）を、広報やいた、ホームページ、チラシやパンフレット等様々な媒体により、効

果的に発信します。 

 

（２）情報提供の機会創設（意識啓発と情報提供） 

空家等に関する情報は、時期や立場ごとに必要な情報も異なるため、あらゆる機会を通じた情報

提供により、所有者等の意識啓発、関係者向けの情報提供や広く市民向けの情報発信を行います。 

 

◆空家等 発生前 

 

①関係課窓口における情報提供 

②固定資産税納税通知書送付時における情報提供 

③死亡届提出時における情報提供 

④高齢世帯に対する団体や事業者職員研修時における情報提供 

⑤独居世帯等に対する啓発活動の実施 

⑥空家セミナーや出前講座の開催  等 
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◆空家等 発生後 

 

①関係課窓口における情報提供 （※再掲） 

②固定資産税納税通知書送付時における情報提供 （※再掲） 

③各課によるイベントや関係団体会議時における情報提供 

④関係団体等のホームページへの相互リンク実施 

⑤空家の維持管理や除却等における事業者の紹介 

⑥空家セミナーや出前講座の開催  等 

 

 

４．空家等解消のための新たな制度の検討 

市内の空家等については、日々状況が変化しているため、市民や地域、事業者や関係団体等の

連携による新たな情報収集の制度を検討します。 

 

（１）行政区長や市民等による通報制度 

行政区と連携した空家の早期発見・活用策の検討 

 

（２）事業者や関係団体と連携した空家情報収集制度 

市内を巡回する事業者や団体等と連携した空家情報収集制度の検討 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ６ 章 対策の効果検証 
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対策の効果検証 

計画は、その策定過程が重要であると同時に、着実に進めていくことが重要であることから、

具体的な施策ごとに、PDCA サイクルに基づき、毎年度進捗状況の点検・評価を行うとともに、

社会・経済状況の変化や国県の動向、市の関連計画等を踏まえ、5 年を目途に計画の見直しを

行います。 

 

実施する施策については、財政状況を勘案しながら、計画的かつ効果的に取り組み、また必

要に応じて評価指標等を設定し、空家等審議会などのご意見をいただきながら、定期的に効果

の検証を行います。 

 

 

（１）空家等審議会等による検証 

条例第７条に基づく矢板市空家等審議会等において、具体的施策の取組状況等を報告し、効

果の検証を行います。 

 

（２）施策等の取組状況の公表 

この計画に位置付けた具体的な施策等の取組状況を検証し、その結果を公表します。 
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